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1. はじめに 

 

令和 6 年 6 月 7 日、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する

法律案が第 213 回国会において成立し（令和 6 年 6 月 14 日公布／法律第 49 号）、同年 9 月 1 日及び 12 月

13 日にそれぞれ一部施行され、今年の末まで（公布の日から起算して 1 年 6 月を超えない範囲内）に全面的

に施行されることになります。 

本改正は、就業者の減少が続いている建設業の担い手の確保や資材価格の高騰分の適切な価格転嫁を図る

こと等を背景とするものであり、①労働者の処遇改善、②資材高騰による労務費へのしわ寄せ防止、③働き

方改革と生産性の向上という 3 つの観点からの改正になります。 

本ニューズレターでは、本改正の内容や改正後の議論の状況の概要を紹介したいと思います。本改正の概

要については国土交通省のウェブサイトでも整理されており、参考になります。 

 

2. 労働者の処遇改善に関する改正 

(1) 標準労務費の作成･勧告（※令和 6 年 9 月 1 日施行） 

 

建設業の担い手確保に必要不可欠な技能労働者の処遇改善のため、本改正により、中央建設業審議会にお

いて、建設工事の「労務費に関する基準」を作成し、その実施を勧告することができることとされました（建

設業法第 34 条）。かかる改正を受け、令和 6 年 9 月 10 日、国土交通省の中央建設業審議会に「労務費の基

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk1_000001_00033.html
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準に関するワーキンググループ」が設置され、現在も労務費の基準に関する議論が進められています。（※

1） 

直近の令和 7 年 6 月 3 日に実施された第 8 回のワーキンググループにおいては、「契約段階における『労

務費の基準』の運用方針（案）」として、「工事の完成を請け負うという請負契約の労務費の目安として、下

請工事の請負の単位となる技能者の職種ごとに、労務単価（円/人日（8 時間））×歩掛（人日/単位あたり施

工量）の計算式によって、単位施工量あたりの労務費として示す。この際、労務単価については、公共工事

設計労務単価を適用するとともに、歩掛については、国交省直轄工事における標準的な施工条件等を前提と

した標準値として設定される。」との指摘がなされています。令和 7 年 11 月頃に労務費の基準の勧告等がな

されることが予定されており、今後の議論の状況にも注視していく必要があります。 

 

（※1）中央建設業審議会：労務費の基準に関するワーキンググループ - 国土交通省 

 

(2) 労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化（※令和 6 年 12 月 13 日施行） 

 

本改正により、建設業者について、その労働者が有する知識、技能その他の能力についての公正な評価に

基づく適正な賃金の支払その他の労働者の適切な処遇を確保するための措置を効果的に実施することが努力

義務化されています（建設業法第 25 条の 27 第 2 項（新設））。 

 

(3) 材料費等の額を著しく下回る見積りの提出（建設業者）や見積り変更依頼（注文者）の禁止（※未施行／

公布の日から起算して 1 年 6 月を超えない範囲内に施行） 

 

本改正により、建設業者には、材料費等記載見積書（※2）を作成する努力義務が課せられることになりま

す（改正後建設業法第 20 条第 1 項）。材料費等記載見積書に記載する材料費等の額については、当該建設工

事を施工するために通常必要と認められる材料費等の額を著しく下回るものとすることが禁じられています

（改正後建設業法第 20 条第 2 項）。 

他方で、注文者には、建設工事の請負契約を締結するに際して、当該建設工事に係る材料費等記載見積書

の内容を考慮する努力義務が課されています（改正後建設業法第 20 条第 4 項）。また、注文者には、材料費

等記載見積書を交付した建設業者に対し、その材料費等の額について当該建設工事を施工するために通常必

要と認められる材料費等の額を著しく下回ることとなるような変更を求めることが禁じられることになり、

これに違反した場合には勧告や公表の対象となります（改正後建設業法第 20 条第 6 項～第 8 項）。 

 

（※2）材料費等（材料費、労務費及び当該建設工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために

不可欠な経費として国土交通省令で定めるもの）、その他当該建設工事の施工のために必要な経費

の内訳、工事の工程ごとの作業及びその準備に必要な日数等を記載した建設工事の見積書のことを

いいます。 

 

(4) 原価割れ契約の禁止の建設業者への導入（※未施行／公布の日から起算して 1 年 6 月を超えない範囲内

に施行） 

 

本改正前より、注文者には、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するた

めに通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約の締結が禁じられていました

（建設業法第 19 条の 3）。 

本改正により、建設業者について、自らが保有する低廉な資材を建設工事に用いることができること等の

正当な理由がある場合を除き、その請け負う建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たな

い金額を請負代金の額とする請負契約の締結が禁じられることになります（改正後建設業法第 19 条の 3 第 2

項（新設））。 

 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/tochi_fudousan_kensetsugyo13_sg_000001_00053.html
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001892769.pdf
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001892769.pdf
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s504_roumuhikijun01.html
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3. 資材高騰による労務費へのしわ寄せ防止 

(1) 請負代金の算定方法等を契約書の法定記載事項とする改正（※令和 6年 12月 13日施行） 

 

民法上、請負契約は諾成契約であり、口頭でも契約の効力を生じることになりますが、建設業法上、工事

内容、代金額、工期等の所定の事項を記載した書面を作成することが要求されます（建設業法第 19 条第 1 項

各号）。 

本改正により、建設業法第 19 条第 1 項第 8 号が改正され、契約書等に「価格等…の変動又は変更に基づ

く･･･請負代金の額の変更及びその額の算定方法に関する定め」が規定されることになり、規定内容に従った

対応を行うことが契約上の義務となっています。 

この点については、国土交通省のガイドラインにおいて、「請負代金の額の変更及びその額の算定方法に

関する定め」等の内容を契約書に記載しないことはもとより、記載している場合でもその内容が「変更しな

い」あるいは「変更を認めない」のように、協議を前提としない規定である場合には、建設業法第 19 条第 1

項に違反すると指摘されていることには注意が必要です。（※3） 

 

（※3）国土交通省「建設業法令遵守ガイドライン（第 11 版）－元請負人と下請負人の関係に係る留意点 

－」（令和 6 年 12 月）9 頁、「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン（第 7 版）」

（令和 6 年 12 月）13 頁 

 

(2) おそれ情報の通知等に関する改正（※令和 6年 12月 13日施行） 

 

建設業者（受注予定者）は、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす、①主要な資機材の供給の不足若しく

は遅延又は資機材の価格の高騰、②特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰であっ

て、天災その他不可抗力により生じるものが発生するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結するま

でに、注文者に対して、その旨を通知しなければならないものとされています（建設業法第 20 条の 2 第 2

項、建設業法施行規則第 13 条の 14 第 2 項）。 

また、契約締結前に通知した上記①②の事象が契約締結後に顕在化した場合、建設業者は、建設業法第 19

条第 1 項第 7 号又は第 8 号の定めに従った請負契約の変更についての協議を注文者に対して申し出ることが

でき（建設業法第 20 条の 2 第 3 項）、この場合、注文者は、当該協議に対して誠実に応じるよう努めなけれ

ばならないものとされています（建設業法第 20 条の 2 第 4 項）。 

 

4. その他の改正（概要） 

(1) 働き方改革に関する改正（※未施行／公布の日から起算して 1 年 6 月を超えない範囲内に施行） 

 

建設業者について、その請け負う建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比して著しく短

い期間を工期とする請負契約の締結が禁止されることになります（改正後建設業法第 19 条の 5 第 2 項）。 

 

(2) ICT を活用した生産性向上に関する改正（※令和 6 年 12 月 13 日施行） 

 

建設工事に置くことが求められている主任技術者又は監理技術者について、一定の場合には工事現場毎に

専任で置くこととされていますが、本改正により、情報通信技術を活用する等の一定の要件に合致する工事

に関して兼任を可能とする制度が新設されています（建設業法第 26 条第 3 項等）。 

また、営業所毎に専任で置くことが求められている者（営業所技術者等）に関しても、本改正により、情

報通信技術を活用する等の一定の要件に合致する専任工事について、営業所技術者等が当該工事の主任技術

者等の職務を兼務できることとされています（建設業法第 26 条の 5）。 

その他、建設業法第 25 条の 28 が新設され、同条第 3 項に基づき「情報通信技術を活用した建設工事の適

正な施工を確保するための基本的な指針」（ICT 指針）が示されるなどしています。 

 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001765310.pdf
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001765310.pdf
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001765312.pdf
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001765312.pdf
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001855658.pdf
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001855658.pdf
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(3) 改正法の実効性確保（建設 G メンによる監視体制の強化）（※令和 6 年 9 月 1 日／同年 12 月 13 日施

行） 

 

国土交通大臣は、請負契約の適正化及び建設工事に従事する者の適正な処遇の確保を図るため、建設業者

に対して、①建設工事の請負契約の締結の状況、②建設業法第 20 条の 2 第 2 項から第 4 項までの規定によ

る通知又は協議の状況、③建設業法第 25 条の 27 第 2 項に規定する措置の実施の状況等につき必要な調査及

びその結果の公表を行うとともに、中央建設業審議会に対し、当該結果を報告するものとされています（建

設業法第 40 条の 4）。 

 

本ニューズレターは、掲載時点までに入手した情報に基づいて執筆したものであり、また具体的な案件について

の法的助言を行うものではないことにご留意ください。また、本ニューズレター中意見にわたる部分は、執筆担

当者個人の見解を示すにとどまり、当事務所の見解ではありません。 

 

以 上 

 

ニューズレターの配信登録はこちらです。 

バックナンバーはこちらでご覧いただけます。  牛島総合法律事務所 
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https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/
https://www.ushijima-law.gr.jp/

